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１ スケジュール・検討の論点
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１－１ スケジュール

林政審議会（本審） 国有林小委員会

【令和９年４月頃】
・国有林小委員会での検討（とりまとめ）の報告
・国有林野管理経営基本計画の変更案文

国有林野管理経営基本計画の変更の諮問・答申

※パブコメ等

【令和８年9月１日】
第１回 ・国有林野事業について

・多様性の高い森林づくり
・山地の防災・減災への対応

【令和８年11月頃】
  第２回 ・林業経営体の経営基盤の強化

 ・地域における持続的な木材生産への貢献

【令和９年２月頃】
  第３回 ・管理経営の方向（とりまとめ）

   ・国有林野管理経営基本計画の変更案文
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１－２ 検討の論点

3

• 多様性の高い森林づくり

• 林業経営体の経営基盤の強化

• 地域における持続的な木材生産への貢献

• 山地の防災・減災への対応

• 森林の面的・量的なまとまり

• 利用期の人工林増加

• 国産材に対する一定のシェア

• 大規模災害に対応してきた組織・技術力

■国有林の現状・強み ■対応方向

国
有
林
で
の
対
応

• 多様で健全な森林づくり（再造林・生物多様性保全・国土強靱化）

• 林業適地のｿﾞｰﾆﾝｸﾞと集積・集約化の加速

• 森林所有者等に利益が還元される国産材ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの構築

• 国産材の利用拡大と幅広い需要の創出

■情勢変化・課題

■対応方向

森
林
・林
業
基
本
計
画

⇒ 国有林の現場での適用に向け施策の具体化を検討する必要

育成単層林 ６６０

育成複層林 ６８０

天然生林 １，１７０

合計 ２，５１０

(単位:万ha)

人工林 ６３０

天然林 １，８７０
うち利活用等により
機能の維持増進を図る天然林

５２０

合計 ２，５００

＜目標＞
指向する森林の状態

（ 新 ）（ 旧 ）

(単位:百万㎥)国産材利用目標

R元(実績) R7 R12 R6(実績) R12 R17

建築用材等 18 25 26 18 23 26

非建築
用材等

13 15 16 17 17 17

合計 31 40 42 35 40 42

（ 新 ）（ 旧 ）

• 利用期を迎えた人工林資源の増加

• 環境貢献意識の高まり（国産材への期待）

• 不十分な再造林や気候変動に伴う山地災害の激甚化

• ｳｯﾄﾞｼｮｯｸ等による輸入材の調達リスクの顕在化

多様な森林の配置、主伐・再造林の重点化、
施業時の生物多様性保全への配慮、広葉樹の利活用

全国各地域にまとまった分布・安定した事業発注

木材の安定供給基盤の充実、
次世代を見据えた森林づくりが本格化

安定供給、需給急変時の供給調整実績

国有林林道の代替路利用、
全国各地の職員による災害支援実績

改正経営管理制度の推進への貢献、
事業体の「立木ストック」となる立木販売の拡大

機動的な立木販売、相場観形成に資する販売結果公表

豪雨等に対応した林道改良、災害調査のデジタル化、民有林支援の強化
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多様性の高い森林づくり

地域における持続的な木材生産への貢献

林業経営体の経営基盤の強化

山地の防災・減災への対応

（参考） 国有林野事業に対する御意見 (令和7年12月林政審議会資料より抜粋)

• 単層林から複層林への転換や将来的に自然が豊かになるような
環境を目指した施業を期待。（市町村）

• 効率的な区域での主伐・再造林はゼロカーボン対策にもよい。
林野庁による意欲的な取組を期待。（市町村）

• 地域一体となった広葉樹の活用に向けて、協力をお願いしたい。
（市町村）

林業経営体の経営基盤の強化に関する御意見

• 国有林と民有林で林道や土場を共同利用するなど、費用負担の

軽減に繋がる取組を期待。（木材協同組合）

• 林業従事者の確保や高性能林業機械の導入に見合った安定的な

事業量の確保が課題。（市町村）

• 国有林の発注が、地域の林業事業体の経営に大きく寄与。

地域の林業事業体が対応可能な事業規模とするなどが必要。

（市町村）

• 需要と供給のバランス維持のためにも、常に木材を安定して、
供給することが必要。（国有林モニター）

• 市況を踏まえた木材供給量の調整や中長期的な需要動向も踏まえた

出材を検討してほしい。（森林組合系統）

• 木材需給が木材価格に影響するなかで、国有林野において、

需給バランスをとる工夫をしてほしい。

（市町村）

• 異常気象による集中豪雨等の発生時には、被害状況把握、迅速な

初動対応や復旧事業について、国有林から協力いただいている。

引き続きの協力と災害に強い山づくりを期待したい。（市町村）

• 災害が起きると孤立する集落が数多く存在する。災害発生時に国
有林の林道を代替路として活用できるよう整備をお願いしたい。
（市町村）

• 複層林施業や生物多様性保全に配慮した
施業などは、国有林で率先して取り組み、
その実績や効果を広く普及してほしい。
(木材協同組合)

• 気候変動等による災害が多発するなか、

災害に強い路網整備、治山対策等を率

先して進めてほしい。（市町村）
令和６年能登半島地震発生後のヘリコプター調査

(近畿中国森林管理局)

• 樹木採取権は、区域面積が大きくかつ権利

の存続期間も長いため、弾力的に設定して

ほしい。（木材協同組合）

• プライスリーダーとして、決して安売りせず、
立木販売等の販売結果も幅広く
提供してほしい。（森林所有・素材生産事業者）
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４ 国有林野の管理及び経営に関する施策
国有林野は、国土の保全上重要な奥地脊梁山地や水源地域に広く分布するとともに、
人工林や原生的な天然林等の多様な森林を有している。また、木材の供給を通じ、各地
域の林業・木材産業の振興に寄与するなど、国民生活に欠かせない自然資本として重要
な役割を果たしている。
近年、我が国をめぐる情勢は大きく変化しており、気候変動への対応に加え、自然資本
の劣化と生物多様性の損失が、持続的な社会経済活動に対するリスクになるとの認識が
急速に広がってきている。このような中、森林・林業分野においては、激甚化する山地災
害への対応はもとより、生物多様性の保全を始め、林業・木材産業の持続性を高めていく
ことが施策上の大きな課題となっている。
このため、「国民の森林」である国有林野については、公益を重視し、国自らが責任を
持って一元的に管理経営する。また、全国的な組織・技術力や豊富な森林資源を活用し
た民有林支援等を通じ、地域の森林・林業施策の課題解決をリードしていく。
これらを踏まえた国有林野に係る施策の展開方向は、次のとおりであり、施策の具体化
を今後検討し、「国有林野の管理経営に関する基本計画」（令和５年12月農林水産省策
定）を変更する。

（１） 多様性の高い森林づくり
森林の有する公益的機能の発揮と森林資源の循環利用に向けて、マクロ的な視点から、
多様で健全な森林がバランス良く配置されるよう取り組む。
人工林では、適切な間伐に加え、木材生産に適した箇所で重点的な主伐や再造林を
行う。伐採に当たっては、生物多様性の保全等に配慮するとともに、主伐を行う際には、
伐採面積の縮小や分散、面的複層林施業の推進により、樹種や齢級等の構成の多様な
林分がモザイク状に配置された森林へ誘導していく。木材生産に適さない人工林につい
ては、針広混交林化等を進める。
天然林では、世界自然遺産等の原生的な天然林や希少野生生物が生育・生息する森
林について、「保護林」や「緑の回廊」として適切に保護・管理する。また、二次的な里山
林について、広葉樹の利活用を通じた適切な管理に取り組む。
こうした取組と併せ、個別の施業の実施において、広葉樹の保残、保護樹帯の設置、渓
流沿いの森林保全等に配慮することで、国有林野の総体として、生物多様性を高めてい
く。
また、造林の省力化・低コスト化や労働負荷の軽減、野生鳥獣害対策、先端技術を活
用した効率的な森林管理・木材生産手法の開発や実証を行うなど、多様な森林づくりに
先導的に取り組むとともに、その技術について民有林への普及を図る。

（２） 山地の防災・減災への対応
山地の防災・減災に向けて、林地保全に配慮した森林施業を進めるほか、重要かつ緊
要度の高いインフラ施設周辺や河川上流域等における治山対策を計画的に推進してい
く。また、林道については、集中豪雨にも耐えられるよう、排水施設や擁壁等を適切に設
置するほか、大規模災害時に公道の代替路となり得る林道の改良等を推進する。
さらに、これらのハード対策と併せて、デジタル機器を活用した災害調査、民有林支援
も含めた技術系職員の派遣等のソフト対策も推進し、災害対応の迅速化を図っていく。

（３） 林業経営体の経営基盤の強化
森林経営管理制度の推進に向けて、森林総合監理士の資格を有する職員等を生かし
つつ、市町村に対する技術的な助言等を積極的に行う。また、森林共同施業団地を核と
した効率的な施業を実施するなど、地域の森林の集積・集約化をリードする取組を推進
する。
さらに、林業経営体の経営安定に資するよう、まとまった事業発注等に加え、伐採時期
等について、林業経営体の裁量が大きい、立木販売の拡大を図る。その際、一定期間、
安定的に伐採から造林事業まで含めて事業量を確保できる、樹木採取権制度や造林事
業付きの立木システム販売を活用する。

（４） 地域における持続的な木材生産への貢献
国有林材の供給を通じて、木材の安定供給体制の構築や木材利用の促進に貢献して
いく。その際、地域における持続的な木材生産が可能となるよう、国有林野事業の特性を
生かして、効果的な木材供給や情報提供に取り組む。
具体的には、各地域における需給状況を「国有林材供給調整検討委員会」等を活用し
て的確に把握するほか、地域の市況等を考慮した立木販売の実施等により国有林材の
機動的な供給に取り組む。また、立木販売結果の公表を通じ、各地域での立木価格の相
場観の形成に寄与していく。さらに、木材生産に適した箇所で持続的に木材を供給する
ため、林道の重点的な整備を実施する。
これらの取組を通じ、木材需給の変動に対応しつつ、国有林材を持続的に供給し、国
有林野事業の債務残高の安定的な引下げを図ることとする。

（５） 開かれた「国民の森林」としての管理経営
国民の財産である国有林野を、より開かれた「国民の森林」として管理経営していくため、
国民の多様な意見の把握に加え、多様な主体と連携した国民参加の森林づくりに取り組
む。また、優れた自然景観を有し、文化・教育・観光的な利用に適した森林については、
「レクリエーションの森」として設定・管理し、国立公園等と連携した取組を推進する。これ
らにより、山村地域に人を呼び込み、賑わいを創出する森業の推進に寄与するとともに、
国有林野の保護と利用の両立を図る。

森林・林業基本計画（令和８年６月５日 閣議決定） 国有林関係部分 抜粋
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２ 国有林野事業について
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0
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40

50

人工林の齢級構成(S41年度) 人工林の齢級構成(R3年度)

２－１ 国有林野の管理経営の現状

◼ 国有林の資源

◼ 国有林の人工林資源の状況 ◼ 国有林野事業の一般会計化

特別会計を設置し、
企業的に運営

一般会計に移行し、
民有林施策と一体で推進

・平成24年度まで

・平成25年度から

0

500

1000

1500

2000

国有林 民有林

人工林 天然林 その他

２９％

４５％

７６６万ha

1,737万ha

（万ha）

６２％

９％

５１％

４％

資料：森林資源の現況（令和４年３月31日現在）
注：国有林には、林野庁所管以外も含む。

51年生以上の人工林：６割

資料：日本の森林資源（昭和41年度時点）、森林資源の現況（令和４年３月31日現在）

（万ha）

（齢級）

• 国土の２割・森林面積の３割は国有林。 • 民有林に比べ、人工林率は低い。

• 戦後造林した人工林の多くが利用期に突入。

屋久島（鹿児島県）

国有林野
95%白神山地（青森県・秋田県）

国有林野
100%

小笠原諸島（東京都）

国有林野
81%

知床（北海道）

国有林野
94%

◼ 貴重な森林生態系

• 世界自然遺産の陸域の約９割は、国有林野。

359 355
409

413
440 428 432

389

516

453
500 487

464

17%
15%

16%
15% 15% 14% 14%

12%

15%

13%
15% 14%

5%

10%

15%

20%

25%

0

100

200

300

400

500

600

H25 H27 H29 R元 R3 R5 R7

国有林材供給量 国産材に対する割合

資料：各年度の国有林野の管理経営に関する基本計画の実施状況及び木材需給表

◼ 国産材供給量の１割強を安定的に供給

（万㎥）

• 我が国の国土の約２割、森林の約３割を占める国有林野は、その多くが急峻な山脈や水源地域に広く分布し、土砂災害の防止、良質な水の供給、
地球温暖化の防止、生物多様性の保全などの公益的機能を発揮。

• 民有林に比べ人工林率が低く、原生的な天然林が広く分布。野生生物の生育・生息地として重要な森林も多く、世界自然遺産の多くが国有林野。
• 戦後造成した人工林は、その多くが利用期を迎え、次世代の望ましい森林への誘導が本格化。また、国産材供給量の１割強を安定的に供給。
• 平成25年度に、それまでの特別会計により企業的に運営する事業から、一般会計において民有林施策と一体的に推進する事業へ移行。

公有林
301万ha (8%)

私有林
1,436万ha (38%)

国有林(林野庁所管)
759 万ha (20%)

国有林
(他省庁所管)
7万ha (0%)

非森林
1,278万ha

(34%)

国土面積
3,780万ha

森林
2,502万ha

(66%)

資料：令和８年版土地白書(国土交通省)、森林資源の現況(令和４年３月31日現在)

奄美大島、徳之島、
沖縄島北部及び西表島
（鹿児島県・沖縄県）

国有林野
68%
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復興や高度経済成長による木材需要が増加

２－２ 林政と国有林野事業の歩み（戦後～特別会計期）

戦中・戦後の森林荒廃、木材需要の増加 木材価格の下落、環境問題への関心の高まり 国民ニーズの多様化・高度化

吸収源対策など多様なニーズに対応
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促
進
法 

22

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
特
措
法 

23

山
村
振
興
法
の
制
定

40

抜
本
的
改
革

10

改
善
特
別
措
置
法

53

新
た
な
森
林
施
業
の
開
始

48

保
護
林
の
再
編
拡
充

元

S36 木材増産パレード

赤
谷
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始

15

自
然
休
養
林
制
度
開
始

44

治
山
治
水
緊
急
措
置
法

35林

政

全

般

国

有

林

赤谷の森

木材生産機能重視から
公益的機能重視への転換。
累積債務の3.8兆円のうち
2.8兆円を一般会計へ。

白神山地

緑
の
回
廊
の
設
定
開
始

12

森林計画制度、
伐採許可制の
導入等

積極的な造林

S28 北九州大水害

国による
緊急的な
保安林の整備

保
安
林
の
買
入
れ
・
整
備 

を
開
始

29

特別会計から
買入れ費用を負担

木材増産・拡大造林

成長の良い人工林への転換。
相当な供給努力を見込んだ、
木材増産を計画。

朝
鮮
戦
争

25

丸
太
価
格
ピ
ー
ク 

55

自然環境保全やﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ需要への対応

赤沢自然休養林の指定
(森林浴発祥地)

国有林への増伐要請の高まり

多面的機能の高度発揮を
旨としたもの。
皆伐上限面積の縮小。
（木材増産計画の修正）

収穫量減少、人件費の高
騰、植林費増加等により
悪化した経営の改善計画。

円高が急激に進行し、
国産材の競争力が低下
S60:239円/㌦
⇒S63:128円/㌦

• 戦中、我が国の森林は、軍需や薪炭材の過度な生産により荒廃。
• 戦後、国有林野事業では、国土の保全上重要な民有林も含めて、積極的な造林を行い、荒廃した国土の復旧に貢献。
• 朝鮮特需を契機に復興用材の需要が急増。国有林野事業では、成長量を超えた伐採、人工林の拡大を行い、社会要請に対応。
• こうした事業の実施を通じて、山村地域において多くの雇用を生んできた。
• 昭和後期から、木材価格の下落、自然保護の要請に応えた伐採抑制などにより収入が減少。造林経費等の借入を行い、債務が累積。
• 一方、森林の公益的機能の発揮に対する国民の期待に応えるため、平成10年に抜本的改革を行い、公益重視の管理経営に転換。

H14：国産材供給量の底
1.7千万㎥, 自給率19%

植付の様子

出典：日本自然保護協会
「赤谷プロジェクト」
(https://www.nacsj.or.jp/activiti
es/project/akaya/)

8

出典:(一社)九州地域づくり協会
「九州災害履歴情報データベース」
(https://saigairireki.qscpua2.com/)

シ
ス
テ
ム
販
売
の
開
始

14



日
本
美
し
の
森

お
薦
め
国
有
林
選
定

29

特に景観等が優れ
たお薦め国有林を
93箇所選定

２－３ 一般会計化後の主な取組

2013

H25年
2018

H30年
2024

R6年

2026

R8年

パ
リ
協
定
の
採
択

27

森
林
経
営
管
理
法
の
施
行

31

森
林
環
境
税
・譲
与
税
の
創
設

31

30
年
７
月
豪
雨
・胆
振
東
部
地
震

30

元
年
房
総
半
島
台
風
・東
日
本
台
風
災
害 

元

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
の
発
生 

２

森
林
組
合
法
の
改
正 

２

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
の
改
正

５

能
登
半
島
地
震
の
発
生

６

「森
林
の
生
物
多
様
性
を
高
め
る

た
め
の
林
業
経
営
の
指
針
」策
定

６

森
林
経
営
管
理
法
等
の
改
正

７

森
林
・林
業
基
本
計
画
変
更

８

森
林
・林
業
基
本
計
画
変
更
／

間
伐
等
特
措
法
の
改
正 

３

ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
の
発
生

３

都
市
の
木
造
化
推
進
法
施
行

３

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
の
施
行

29

九
州
北
部
豪
雨

29

熊
本
地
震
・相
次
ぐ
台
風
災
害

28

森
林
・林
業
基
本
計
画
変
更

28

樹
木
採
取
権
制
度
施
行

２
需給急変時の供給調整

0

10

20

30

40

50

60

70

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

Ｒ３年度
（木材不足）

（万m3）

需給急変時の月別立木販売公売実績
（R2年・R3年の例）

Ｒ元年度

大規模災害への対応

３

「奄
美
大
島
、
徳
之
島
、
沖
縄
島
北
部
及
び

西
表
島
」の
世
界
自
然
遺
産
登
録

林 

政 

全 

般

国

有

林

一
般
会
計
化

25

森
林
法
等
の
改
正 

28

R6能登半島地震（ヘリ調査）
R元東日本台風

(緊急展開チーム)

生
物
多
様
性
に
配
慮
し
た
事
例
集
作
成
・公
表

７

奥
能
登
地
区
山
地
災
害
復
旧
対
策
室
の
設
置

６市町村行政の支援

市町村への出前講座

施業技術の検証・普及

• 国有林野事業は、平成25年度から一般会計による管理経営を開始。
• 戦後造林した人工林が本格的な利用期を迎え、国産材供給量が拡大。民有林の集積・集約化に向けた森林経営管理制度の創設に
加え、森林資源の循環利用への機運が高まる。他方、国際情勢の不安定化や山地災害の激甚化などのリスクが増大。

• こうした中、国有林野事業では、民有林行政で重要な役割を担う市町村へ技術的な支援や、林業経営体の育成に向けた樹木採取権
制度を創設。

• また、新型ｺﾛﾅ・ｳｯﾄﾞｼｮｯｸでの需給急変に対する供給調整、大規模災害の発生時に被災地方公共団体と連携した迅速な被害調査を
実施するなど、林政全体の課題解決に貢献する取組を推進。

昆
明
・
モ
ン
ト
リ
オ
ー
ル

生
物
多
様
性
枠
組 

採
択

４

持
続
可
能
な
開
発
目
標

発
効

27

(SDGs)

2020

R2年

コンテナ苗の検証・普及

木材自給率が40%越え

9

2022

R4年
2016

H28年

Ｒ２年度
（ｺﾛﾅ需要減）

（月）



■国有林野の分布と森林帯

２－４ 国有林野の地域特性

国有林面積(694万ha)
(■:人工林、■:天然林)

民有林面積(1,660万ha)
(■:人工林 ■:天然林)

北海道

東北

関東

中部

近畿
中国

四国

九州

人工林 人工林

天然林
天然林

■地域別の国有林/民有林・人工林/天然林の面積

暖温帯林(タブ・シイ等)

冷温帯林(ブナ等)

亜寒帯林(モミ・トウヒ等)

国有林材
供給量(R7)

108万㎥

124万㎥

68万㎥

29万㎥

21万㎥

27万㎥

86万㎥

資料：国有林・民有林面積は「森林資源の現況(令和4年3月31日現在)」より、国有林材供給量は業務資料より推計。
注 ：計画対象外森林（森林法第５条及び第７条の２の森林以外）、無立木地や竹林面積を含まない値。
注 ：各地域の集計は、森林管理局の管轄区域で実施。

64万ha

54万ha

34万ha

18万ha

15万ha

12万ha

27万ha

82万ha

99万ha

121万ha

84万ha

210万ha

72万ha

116万ha

217万ha

100万ha

71万ha

36万ha

16万ha

6万ha

24万ha

157万ha

101万ha

149万ha

85万ha

250万ha

45万ha

90万ha

• 国有林は全国に所在し、我が国の多様な気候に対応した、多様な森林が存在。
• 国有林の割合や、人工林・天然林の比率は地域によって様々。地域ごとの特徴を活かした管理経営を実施。

木曽ヒノキ

亜熱帯林(ヒルギ等)

スギ人工林

カラマツ人工林
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凡例 ■：国有林野



北海道森林管理局

林野庁

関東森林管理局

東北森林管理局

中部森林管理局

近畿中国
森林管理局

四国森林管理局

九州森林管理局

■国有林の組織

２－５ 国有林の組織

■民有林の行政との比較

森林管理局

森林管理署等

森林事務所

森林生態系保全センター

森林技術・支援センター

森林ふれあい推進センター

(地域特性を踏まえた管理経営の方針を決定等)

【7局】

(方針に沿って、地域の管理経営の計画・実行等)
【９８署、14支署】

(現場監督・調査など管理経営の実行等)
【853箇所】

(生物多様性の保全、野生動植物の保護管理等)

(森林に親しむ機会の提供、環境教育等)

(森林整備に関する技術開発・指導等)

など

国有林野事業 民有林野行政

対象
国有林野 民有林

職員
林野庁：

   154人
森林管理局・署：

4,017人

林野庁：
    431人

地方自治体：
11,787人

政策
ツール

直轄 補助・税制等

市町村林務担当者とのナラ枯れ勉強会
（東北森林管理局）

架線集材に関する現地検討会
（中部森林管理局）

• 国有林の組織は全国に展開。民有林行政と異なる政策ツールを活用し、森林・林業施策全体の推進に貢献。

森林整備、治山、
立木販売、貸付 等

森林整備、木材加工施設、
保安林 等

注）林野庁職員数は定員数（令和７年度末時点）。自治体職員数は令和７年度時点（総務省「地方公共団体定員管理調査」から集計）。
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凡例 ■：国有林野
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